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日
本
が
世
界
に
誇
る
国
民
皆
保
険
制
度
は
今
、
超
高
齢
社
会
を
迎
え
、
そ
の
存

続
が
危
惧
さ
れ
て
い
る
。
か
つ
て
な
い
ス
ピ
ー
ド
で
進
行
す
る
わ
が
国
の
高
齢
化

は
、
国
民
医
療
費
の
約
6
割
を
占
め
る
高
齢
者
医
療
費
の
増
加
に
拍
車
を
か
け
、

そ
の
負
担
が
現
役
世
代
に
重
く
の
し
か
か
っ
て
い
る
。

　

こ
の
過
重
な
費
用
負
担
に
よ
り
、
健
康
保
険
組
合
も
厳
し
い
財
政
運
営
を
強
い

ら
れ
、
今
ま
さ
に
存
亡
の
危
機
に
あ
る
。
こ
れ
ま
で
保
険
料
率
の
引
き
上
げ
で
対

応
し
て
き
た
が
、
被
保
険
者
１
人
当
た
り
の
年
間
保
険
料
は
現
行
の
高
齢
者
医
療

制
度
創
設
以
降
、
約
10
万
円
も
増
加
し
、
負
担
は
も
は
や
限
界
に
達
し
て
い
る
。

　

皆
保
険
制
度
を
持
続
性
あ
る
も
の
と
す
る
た
め
に
は
、
現
役
世
代
の
負
担
軽
減

が
不
可
欠
か
つ
急
務
で
あ
る
。
平
成
29
年
4
月
に
予
定
さ
れ
て
い
た
消
費
税
率

10
％
へ
の
引
き
上
げ
は
2
年
半
延
期
さ
れ
る
が
、
消
費
増
税
の
動
向
に
か
か
わ
ら

ず
、
必
要
な
財
源
を
確
保
し
、
公
費
拡
充
を
は
じ
め
と
す
る
高
齢
者
医
療
費
の
負

担
構
造
改
革
を
早
期
に
実
現
す
べ
き
で
あ
る
。ま
た
、改
革
の
早
期
実
現
と
と
も
に
、

全
面
総
報
酬
割
等
に
伴
う
負
担
軽
減
措
置
の
確
実
な
実
施
と
更
な
る
拡
充
、
短
時

間
労
働
者
の
適
用
拡
大
に
伴
う
負
担
増
に
対
す
る
激
変
緩
和
措
置
な
ど
、
健
康
保

険
組
合
の
安
定
運
営
に
向
け
た
十
分
な
財
政
支
援
を
強
く
求
め
る
。

　

健
康
保
険
組
合
は
、
自
主
・
自
立
の
特
性
を
生
か
し
、
事
業
主
と
の
連
携
の

も
と
、
加
入
者
の
実
態
に
沿
っ
た
き
め
細
か
い
健
康
保
持
・
増
進
、
疾
病
予
防

な
ど
の
効
果
的
な
保
健
事
業
の
推
進
や
、
医
療
費
適
正
化
に
向
け
た
積
極
的
な

取
り
組
み
な
ど
、
優
れ
た
保
険
者
機
能
を
発
揮
し
て
、
国
民
皆
保
険
制
度
の
け

ん
引
役
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
き
た
。

　

こ
れ
か
ら
も
、
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
や
健
康
経
営
な
ど
健
康
長
寿
社
会
の
実
現
へ

貢
献
す
る
と
と
も
に
、
全
国
約
3
、
0
0
0
万
人
の
加
入
者
の
健
康
を
守
り
、

皆
保
険
制
度
の
中
核
と
し
て
、
そ
の
維
持
・
発
展
に
使
命
感
を
持
っ
て
取
り
組

む
所
存
で
あ
る
。

　

国
民
の
安
心
確
保
に
向
け
、
皆
保
険
制
度
を
次
世
代
へ
引
き
継
ぐ
た
め
、
ま
た

現
役
世
代
が
納
得
で
き
る
制
度
の
実
現
を
期
し
、
わ
れ
わ
れ
健
康
保
険
組
合
は
次

の
事
項
を
組
織
の
総
意
を
も
っ
て
こ
こ
に
決
議
す
る
。

一
、
高
齢
者
医
療
費
の
負
担
構
造
改
革
の
早
期
実
現

一
、
皆
保
険
の
堅
持
に
向
け
た
健
保
組
合
の
維
持
・
発
展

一
、
実
効
あ
る
医
療
費
適
正
化
対
策
の
確
実
な
実
施

一
、
現
役
世
代
が
納
得
で
き
る
介
護
保
険
制
度
の
実
現

高
齢
者
医
療
費
の
負
担
構
造
改
革
の
早
期
実
現

　

国
民
皆
保
険
制
度
を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
国
民
医
療
費
の
約

6
割
を
占
め
る
高
齢
者
医
療
費
を
ど
の
よ
う
に
負
担
し
て
い
く
か

が
最
優
先
課
題
で
あ
り
、
高
齢
者
医
療
費
を
支
え
る
現
役
世
代
の

負
担
軽
減
が
不
可
欠
で
あ
る
。
高
齢
者
に
も
応
分
の
負
担
を
求
め
、

公
平
か
つ
納
得
性
あ
る
制
度
へ
見
直
す
と
と
も
に
、
必
要
な
財
源

を
確
保
し
、
高
齢
者
医
療
へ
の
公
費
拡
充
を
図
る
な
ど
、
現
役
世

代
に
過
重
な
負
担
と
な
っ
て
い
る
現
行
の
負
担
構
造
の
改
革
を
早

期
に
実
行
す
べ
き
で
あ
る
。

皆
保
険
の
堅
持
に
向
け
た
健
保
組
合
の
維
持
・
発
展

　

健
康
保
険
組
合
は
自
主
・
自
立
の
組
織
と
し
て
、
事
業
主
と
連

携
・
協
力
し
て
、
効
率
的
・
効
果
的
な
保
健
事
業
、デ
ー
タ
ヘ
ル
ス

の
取
り
組
み
を
実
施
す
る
な
ど
、
優
れ
た
保
険
者
機
能
を
発
揮
し
、

皆
保
険
制
度
を
支
え
て
き
た
。
こ
の
健
康
保
険
組
合
を
将
来
に
亘
っ

て
維
持
し
、
発
展
さ
せ
る
た
め
に
は
、
保
険
者
機
能
強
化
の
推
進
と

と
も
に
、
安
定
し
た
財
政
、
事
業
運
営
が
不
可
欠
で
あ
る
。
改
革
の

早
期
実
現
に
加
え
、
過
重
な
拠
出
金
負
担
の
解
消
と
と
も
に
、
短
時

間
労
働
者
の
適
用
拡
大
に
と
も
な
う
負
担
増
等
、
制
度
面
で
の
負
担

増
に
対
す
る
財
政
支
援
の
拡
充
を
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

実
効
あ
る
医
療
費
適
正
化
対
策
の
確
実
な
実
施

　

増
大
す
る
医
療
費
の
重
点
化
・
効
率
化
を
行
わ
な
い
限
り
、

ど
の
よ
う
な
制
度
で
あ
っ
て
も
持
続
安
定
性
は
確
保
で
き
な
い
。

地
域
医
療
構
想
に
基
づ
く
病
床
機
能
の
分
化
・
連
携
の
推
進
や

効
率
的
で
質
の
高
い
医
療
提
供
体
制
の
構
築
、
医
薬
品
の
適
正

使
用
な
ど
「
経
済
・
財
政
再
生
計
画
」
に
基
づ
く
改
革
工
程
表

で
提
示
さ
れ
た
検
討
項
目
に
と
ど
ま
ら
ず
、
さ
ら
な
る
適
正
化

施
策
を
早
急
に
検
討
し
、
確
実
に
実
施
す
べ
き
で
あ
る
。

現
役
世
代
が
納
得
で
き
る
介
護
保
険
制
度
の
実
現

　

介
護
保
険
制
度
の
持
続
可
能
性
を
高
め
、
現
役
世
代
が
納
得
で

き
る
制
度
に
す
る
た
め
に
は
、
介
護
給
付
費
の
適
正
化
、
給
付
の

重
点
化
等
を
通
じ
て
、
保
険
料
負
担
を
軽
減
す
る
こ
と
が
必
要
で

あ
る
。
ま
た
、
介
護
納
付
金
の
総
報
酬
割
導
入
に
つ
い
て
は
、
制

度
創
設
時
の
理
念
に
反
す
る
と
と
も
に
、
国
庫
補
助
の
肩
代
わ
り

と
し
て
現
役
世
代
の
保
険
料
負
担
を
さ
ら
に
高
め
る
も
の
で
あ
り
、

断
固
と
し
て
反
対
す
る
。

平
成
28
年
11
月
29
日

改
革
の
早
期
実
現
！
次
世
代
へ
安
心
・
納
得
の
確
保
を
！

平
成
28
年
度 

健
康
保
険
組
合
全
国
大
会

　

平
成
28
年
11
月
29
日
、
東
京
・
丸
の
内

の
東
京
国
際
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
て
「
平
成
28

年
度 
健
康
保
険
組
合
全
国
大
会
」
が
開
催

さ
れ
ま
し
た
。
全
国
の
健
康
保
険
組
合
か

ら
約
3
、
5
０
０
人
が
集
結
し
、「
改
革

の
早
期
実
現
！ 
次
世
代
へ
安
心
・
納
得
の

確
保
を
！
」
を
副
呼
称
に
下
記
決
議
を
採

択
し
ま
し
た
。







 美容目的の整形手術や歯列矯正の費用

 健康増進を目的としたビタミン剤や
 滋養強壮剤、健康食品等の購入費

 健康診断や人間ドック、予防接種などの費用

 自家用車で通院した場合のガソリン代や
 駐車料金

 親族に支払った療養上の世話の対価

 治療に直接必要のない眼鏡等の購入費

 歯科の自由診療における、一般的な水準
 を著しく超える治療材料費

1 年間に支払った医療費が一定額を超えたとき、
納めた所得税の一部が還付されます。
これを、医療費控除といいます。

 医療機関に支払った診療費
 治療のための医薬品代、

 医療用器具の購入またはレンタル費用

 入院時食事療養や生活療養に係る本人負担額
 通院費用や往診のための送迎費
 妊娠から産後までの健診・診察、出産費用
 治療のためのはり・きゅう、マッサージ、整骨院代
 歯科の保険外費用の一部
 介護保険制度に基づく一定の施設

 および居宅サービスの自己負担額

　医療費控除等の還付申告は、
翌年の1月1日から申告でき
ます。また、5 年（時効）を
過ぎると申告できなくなります。
　還付申告の提出先は、住所
地を管轄する税務署です。

　平成 29年 1月1日から、スイッチOTC医薬品※の購
入額が、生計を同じくする家族の分も含めて年間で
12,000 円を超えたときは所得控除が受けられるようになり
ます（上限 88,000 円）。
　軽度な不調は自分自身で手当てする「セルフメディケー
ション」を推進するための制度です。スイッチOTC医薬

品を購入した際の領収証も、大事に保管しておきましょう。
　なお、この特例を受けるには、特定健康診査を受診し
ていることなどが条件です。また、この特例を受けた場合は、
従来どおりの医療費控除は受けられません。

※スイッチOTC 医薬品…処方せんが必要な医薬品のうち、市販薬とし
　て購入できるようになったもの。対象となる医薬品が決められています。

　申告に必要な書類等は、次のとおりです。

　平成 29年分以降の申告書には、マイナンバー(個人番号 )を記入すること
になります。申告の際は、「マイナンバーカード」または「通知カード＋本人確
認書類」の提示または写しの添付が必要です。e-Tax（電子申告）を利用す
ると領収証や源泉徴収票等、添付を省略できる書類もあります。

● 確定申告書（国税庁のホームページからも作成可）　● 医療費等の領収証
● 給与所得の源泉徴収票　● 印鑑　● マイナンバー（個人番号）の資料

…など

　対象となる医療費等は、下記のとおりです。本人だけでなく、生計を同じくする家族の分も合算できます。控除を受
けられる金額は、年間で200万円までです。

　1月から12月までの1年間に、対象となる医療費等の支出が 10万円（総所得金額等
が 200 万円未満の人は、その5％）を超えたとき、税務署に申告すると、支払った医療費
等の金額が課税所得額から控除され、税金が精算されます。ただし、これは所得控除であ
って、支払った医療費等の全額が戻ってくるわけではありません。また、健康保険や生命保
険から補てんされた金額は、差し引かれます。

医療費控除額  =  1年間に支払った医療費等 － 補てんされる金額 － 10万円（または総所得金額等の5％）　
 ※補てんされる金額 ①健康保険の高額療養費、家族療養費、出産育児一時金、健保組合の付加金等
  ②生命保険の入院給付金等

○
歯
科

…など






